













 博物館法改正の議論が進んでいる。2021 年 5 月現在、文化審議会博物館部会
「法制度のあり方に関するワーキンググループ」は 5 回の審議を重ね、「登録制
度」、「ネットワーク」、「学芸員制度」を中心に議論を続けており、3 月 24 日の
中間報告に続き、部会においても 5 月 28 日の博物館部会で中間とりまとめを議
論しているところである（https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/h











1. 底流にある「対話と連携の博物館」から 2008 年法改正とその後の展開 
 山西・佐久間（2018）は、近年のさまざまな博物館政策が『「対話と連携」の












必要が」あると指摘した。その後 IV 章ではさらに詳細な議論がされている。 
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 この動きと並行して「日本学術会議 史学委員会 博物館・美術館等の組織運
営に関する分科会」も提言「21 世紀の博物館・美術館のあるべき姿 ―博物館法
の改正へ向けて」（http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-t243-1.pdf 
2021 年７月 6 日確認）をまとめ、公表した。同委員会はさらに検討を加え 202
0 年に提言「博物館法改正へ向けての更なる提言～2017 年提言を踏まえて～」



















3. 2008 年改正以降に注目された課題 
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一つであると、はっきりと言及されている（栗原ら 2019）。2019 年 ICOM 京都
会議でも、大会セッションとして「博物館と地域発展」が開催され、同会議に合












えば、国際的な動きとして UNESCO が 2015 年勧告した「博物館及びその収集
品並びにこれらの多様性及び社会における役割の保護及び促進に関する勧告」
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